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　全日病は、３月30日に臨時総会を開
催し、2019年度事業計画・予算、2018
年度事業計画の一部変更・補正予算を
報告するとともに、役員の選任および
「外国人技能実習生受入れに係る事業」
の名称変更に伴う定款変更を承認した。
総会終了後には、支部長・副支部長会
を開き、「医師の働き方改革」について
特別講演が行われた（３面参照）。

消費税増税に伴う改定は早期に検証
　挨拶した猪口会長は、各地で進めら
れている地域医療構想について「どう
いう形で決まっていくかわからない」
としつつも、地域間の格差が大きいこ
とを指摘し、様々な情報を集めて提供
する考えを述べた。
　10月に実施予定の消費税増税に伴う
診療報酬については「点数も決まり、
前よりはよい形で動くと思う」と述べ
るとともに、病院経営への影響を把握
するため、できるだけ早期に検証した
いと述べた。
　医師の働き方改革は、３月28日に報
告書が取りまとめられたことを報告。同
日の支部長・副支部長会で厚生労働省
担当官の説明を聞いてほしいと述べた。
　また、７月の参院選では、日本医師
連盟が擁立する羽生田俊氏が全国比例
区で立候補を予定しているほか、東京
選挙区では武見敬三氏が出馬の予定で
あるとし、「我々の意見を通すために
もどれだけの票が集まるかが重要だ。
選挙を乗り切るために応援しなければ
ならない」と述べて、協力を呼びかけた。

医師の働き方改革に懸念
　続いて日本医師会の横倉義武会長が
来賓として挨拶。地域の実情に応じた
医療提供の形をつくることが重要とし
て、「地域医療対策協議会に民間病院
の代表が参加して地域の医療を考えて
ほしい」と述べた。
　その上で公立病院に多額の補助金が
入っていることについて、「補助金を
必要とする病院と一生懸命がんばって
いる民間病院では、どちらが地域で必
要とされるかを主張していただきた
い」と呼びかけた。
　医師の働き方改革については、「こ
のままでは厳しい事態も予想される」
と懸念を示した。原則960時間の時間
外労働の規制に対し、地域医療を守る
観点から1,860時間の特例水準の病院
が認められるが、横倉会長は「労働時
間の少ない病院に行きたいと考える医
師が多くなると厳しくなる。悪循環に
陥らないように調整することが大事」
と述べた。
　横倉会長は、「診療報酬の財源を確
保することが医師会長の仕事」として、
そのためにも医師の代表がどれだけの
得票数をとるかが重要であるとして、
７月の参院選への協力を求めた。
　続いて自見はなこ・参議院議員が挨
拶。３年前の当選から１年目で厚生労
働委員会に所属し、現在同委員会の理
事を務めていることは自身の得票数に
対する配慮であるとして、得票数に
よって与党内のポジションが決まる事
情を説明した。

　医師の働き方改革に関しては、３月
28日に羽生田議員とともに根本厚労大
臣に申入れを行ったことを報告。「ま
だまだ解決することがある」とし、タ
スクシフト・タスクシェアや兼業の問
題について発言していく必要があると
強調した。

病院が直面する課題が山積
　報告事項としては、織田正道副会長
が2019年度事業計画と2018年度事業計
画の一部変更、中村康彦副会長が2019
年度予算、2018年度補正予算を説明し
た。
　織田副会長は、2019年度事業計画の
前文を読み上げ、「2019年度は医師の
働き方改革、医療法・医師法改正に基
づく医師偏在対策、消費税増税など、
病院が直面する諸問題が山積してい
る」と指摘。2019年度の事業として、
①病院経営定期調査の実施、②病院に
おける総合診療医の育成と提言、③介
護医療院への転換を目指す際の諸問題
の検討および提言をあげるとともに、
外国人材の受入事業を推進すると述べ
た。

第61回全日病学会は愛知で開催
　第61回全日本病院学会は９月28・29
日に愛知県支部を中心に太田圭洋支部
長を学会長として、名古屋国際会議場
で開催する。また夏期研修会は、８月
25日に福島県支部（土屋繁之支部長）
で開催する。
　2018年度事業計画の一部変更では、

教育・研修事業に「看護師の特定行為
に係る指導者リーダー養成研修会」を
追加したほか、「団体契約を通じた電
話医療通訳の利用促進事業」を追加し
た。
　2019年度予算は、経常収益は約3,200
万円減の約６億7,600万円、経常費用
は同じく約3,200万円減の約６億7,600
円を見込んでいる。2018年度補正予算
では、経常収益および経常費用とも当
初予算に対して約5,100万円の増額と
なり、約７億800万円となった。
　決議事項では、昨年10月に山本眞史
理事が逝去されたことに伴い、社会医
療法人蘇西厚生会松波総合病院の松波
英寿理事長（岐阜県）を補充選任した。
任期は６月の定時総会終了まで。また、
「外国人技能実習生受入れに係る事業」
の名称変更に伴う定款改正を了承した。
　議事の最後に会員から、ACP（ア
ドバンス・ケア・プランニング）を普
及させるため、診療報酬の加算の形で
保険導入を求める意見があった。ACP
については地域包括ケア病棟入院料や
ターミナルケア加算の算定要件となっ
ているが、診療報酬においてACPに
関する明確な規定はない。猪口会長は、
「ACPの考え方が確立してくれば、具
体的に点数化できるのではないか」と
述べ、引続き検討する考えを示した。

医師の働き方改革、医師偏在対策、消費税増税など問題が山積
臨時総会 ７月の参院選への協力を要請

　厚生労働省の医師の働き方改革に関
する検討会（岩村正彦座長）は３月28
日、2024年４月に適用される医師に対
する時間外労働規制のあり方で報告書
をまとめた。基本的な時間外労働時間
の上限を年間960時間としつつ、地域
医療確保の観点で医療機関を指定する

「Ｂ水準」と、技能向上のため一定期
間集中的に研修する期間の「Ｃ水準」
として、年間1,860時間を設定した。
　報告書には、1,860時間に賛同でき
ないとする意見があったことを付記し
たが、今後、様々な手段を通じて、過
重労働の医師の労働時間を短縮し、医

師の健康と地域医療の確保を両立させ
るため、関係者が強い決意で医師の働
き方改革に取組む姿勢で一致した。
　報告書を受けて厚労省は、労働政策
審議会での審議を経て、上限規制を省
令で規定する方針だ。また、その他の
事項についても、医事法制を含め法改

上位１割の勤務医をすべて1,860時間
以内に抑える必要があることから、該
当する勤務医が働く医療機関は、医師
労働時間短縮計画を策定し、行政の支
援も得ながら、５年後に備えなければ
ならない。
　2024年４月以降についても、Ｂ水準
の1,860時間は、2036年までの暫定措
置との位置づけである。医師偏在対策
の効果が現れることも見込み、医療計
画見直しのサイクル（2027年度、2030
年度、2033年度）で、規制水準の必要
な引下げを実施すると明記した。一方、
Ｃ水準は、2036年の解消を目指すもの
ではないが、将来的な縮減の可能性を
模索するため、検証手法の検討に入る。
　時間外労働規制は年間の時間数だけ
ではない。図表に示されているように、
月の上限時間も定めている。ただ、月
100時間未満の上限には例外がある。
月100時間を超える場合は、面接指導
の実施が義務づけられる。さらに、月
80時間以上となった段階で、睡眠・疲
労の状況を確認する必要がある。
　Ｂ水準の場合は、連続勤務時間制限
28時間（宿日直の許可がない場合）と
勤務間インターバル９時間が義務化さ
れる。Ｃ水準の場合は、初期研修医だ
と、連続勤務時間制限が15時間（その
後の勤務間インターバル９時間）また
は24時間になる。また、これらの連続
勤務時間制限と勤務間インターバルが
実施できなければ、代償休息を提供し
なければならない。

勤務医の時間外労働規制で報告書まとまる
厚労省・医師の働き方改革検討会 医師の健康と地域医療の確保を両立

正が必要かを精
査する。
　この４月から
一般の労働者に
対する時間外労
働規制が施行さ
れ、医師は５年
遅れの2024年４
月からの適用に
なる。年間1,860
時間の上限は、
現 行 で 年 間
1,900時間を超
える時間外労働
の勤務医が１割
であり、それを
ゼロにする観点
から精査し、導
き出した数字で
ある。
　このため2024
年４月までに、

○医師の時間外労働規制について
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　厚生労働省は３月27日の中医協総会
（田辺国昭会長）に、来年度診療報酬
改定の検討項目を示した。夏までの第
１ラウンドの議題として、幅広いテー
マを網羅的に並べた。年代別の医療の
課題を議論するとしたほか、昨今の医
療問題の関連事項を取り上げた。具体
的には、働き方改革や地域医療構想の
推進、地域包括ケアシステムの構築、
新規医療技術への対応、ICT技術の利
活用などをあげた。
　次期診療報酬改定の議論では、夏ま
でに幅広いテーマを多様な視点で議論
する第１ラウンドと、診療報酬の評価
に直結する個別項目を議論する秋から
の第２ラウンドに分かれる。
　前回の2018年度改定の議論において
は、2016年度中に議論を始めていた。
それに対して、今回は、年度を越えて
からのスタートで出足は遅い。前回改
定が６年に１度の医療・介護同時改定
であったことに加え、今回は今年10月
に予定される消費税引上げに伴う対応
や、医薬品・医療機器の費用対効果評
価の仕組みで合意を得る必要があった。
このことが、前回と比べて、議論が遅
れている理由とされる。
　時間に余裕がない状況だが、厚労省
はかなり幅広いテーマを用意した。ま
ず、患者の疾病構造や受療行動等を意
識しつつ、年代別に分けて、課題を整

　厚生労働省は３月29日の医療計画の
見直し等に関する検討会（遠藤久夫座
長）に、医師偏在対策の「第４次中間
取りまとめ」、地域医療構想の進め方
と在宅医療の充実に向けた「議論の整
理」の３つを報告した。医療計画は
2020年度に現行計画の中間見直しを行
うことになっており、これらを反映さ
せた見直し内容を年内にまとめる必要
がある。さらに、５疾病・５事業に関
する記載も充実させていく方向だ。
　都道府県が策定する医療計画は、
2018年度に５年計画から６年計画とな
り、４年目以降となる中間で見直しが
行われる。とりわけ、今回の中間見直
しは、重要な節目になる。
　まず、地域医療構想が2018年度から
第７次医療計画に加わり、進捗状況が
チェックされる。
　在宅医療との関連では、医療計画を
６年計画としたのは、介護保険事業（支
援）計画が３年であり、介護との連携
が重要視されたからである。医療・介
護連携と関連性の深い在宅医療の充実
が記載される予定であったが、療養病

理するとした。◇周産期・乳幼児期（妊
娠から出産、新生児、乳幼児）◇学童期・
思春期（就学前、小学生、中学生、高
校生、大学生等）◇青年期・壮年期・
中年期（20代～ 30代、40代～ 60代）◇
高齢期◇人生の最終段階─で分けてい
る。
　具体的なテーマとしては、「周産期・
乳幼児期」では、ハイリスク妊婦の診
療体制やNICUを退院した児に対する
診療体制、「学童期・思春期」では、小
学生以降のかかりつけ医機能や思春期
のメンタルヘルス対策、「青年期・壮
年期・中年期」では、仕事と両立でき
る産業保健との連携や生活習慣病対策、
「高齢期」では、認知症への対応やフ
レイル患者等への取組み、「人生の最
終段階」では、多職種による医療・ケ
アの取組みや意思決定の支援（人生会
議等）の普及・定着などを例示した。
　団塊の世代がすべて75歳以上となる
2024年を見据えた対応が過去数回の改
定の中心テーマだったが、今回はこれ
までの改革の方向性を踏まえつつ、今
年１月から2018年度改定で導入された
「妊婦加算」が凍結されたことも背景
に、年代別に課題を整理する方針を示
したと考えられる。
　続いて、昨今の医療と関連性の高い
テーマとしての項目も明示した。
　改定論議の際に、主要な項目になり

床再編が途上であったこともあり、
2018年度時点では、各地域が在宅医療
の需要と供給を見込むことができな
かった経緯がある。
　そして、第４次中間取りまとめに基
づく医師偏在対策については、地域で
確保すべき目標医師数などを盛り込ん
だ医師確保計画を都道府県が医療計画
に記載する。医師偏在対策の緊急性の
高さから医師確保計画は、2020年度か
ら開始することになっており、開始時
は2020年度から2023年度までの４年計
画。2024年度からは他の計画と歩調を
合わせ、３年計画で、2036年度までの
５回のサイクルを回し、どの地域でも
医療需要を満たす医師を確保すること
を目標としている。
　今後の医療計画に反映させる◇第４
次中間取りまとめ（医療従事者の需給
に関する検討会・医師需給分科会）◇
地域医療構想の進め方に関する具体的
対応方針の検証に向けた議論の整理
（地域医療構想に関するワーキンググ
ループ（WG））◇在宅医療の充実に向
けた議論の整理（在宅医療及び医療・

そうなテーマとして、◇かかりつけ医
機能◇紹介状なしの大病院受診時の定
額負担◇医師等の働き方改革◇業務の
効率化の観点を踏まえた医師・看護師
等の外来等の配置基準◇タスクシフト、
タスクシェア、チーム医療◇地域医療
構想◇医療機能の分化・連携◇地域包
括ケアシステム◇新規医療技術への対
応◇ICTやデータヘルスの利活用◇
介護サービスとの連携◇後発医薬品の
使用促進◇高額医療機器の共同利用─
などがあがる。
　幅広いテーマが示され、委員からは、
「様々な課題を網羅的にあげてもらっ
た。しかし、時間が限られている中で、
すべてできるのか。表層的な議論で終
わってしまうのではないか」との懸念
が示された。このため、第１ラウンド
の議論であっても「診療報酬の評価に、
どう結びつくかのイメージをつくれる
ような論点を出してほしい」との要望
が出た。
　全日病会長の猪口雄二委員も「幅広
いテーマの中で、重点を絞って議論し
たい」と述べるとともに、今後の議論
で人口減少社会を踏まえた対応を強調
した。その上で、「働き方改革もある
中で、医療の質を維持するには、業務
の効率化の視点が不可欠である。ICT
やロボティクスを導入することの評価
も考えていく必要がある」と述べた。

介護連携に関するワーキンググループ
（WG））に対して、委員から様々な意
見が出た。
　地域医療構想の進め方では、同WG
委員で全日病副会長の織田正道委員が、
公立・公的病院が機能の重点化を図る
ために、代表的な手術など診療実績を
分析し、一定の基準に合致した公立・
公的病院を「代替可能性がある」と位
置づけることについて、「今回、かな
り踏み込んだ結論になった。まずは、
これを都道府県がきちんと理解するこ
とが大事だ」と、議論の整理に示され
た方針が周知されることを求めた。
　また、日本医療法人協会会長の加納
繁照委員は、公立・公的病院の重点化
の議論をする上で、地域医療構想調整
会議に公立・公的病院にどれだけの補
助金等が投入されているかを示すよう、
厚労省に要請した。
　在宅医療の充実では、高齢化による
自然増とは別に、療養病床の再編など
で在宅医療、介護需要の増加が見込ま
れる30万人程度のいわゆる「追加的需
要」を、市町村が把握していないこと

費用対効果評価の結果を報告
　医薬品や医療機器の費用対効果評価
の試行的導入で選定された品目の価格
調整案を了承した。対象13品目のうち、
薬価引下げは抗がん剤のオプジーボだ
けとなった。試行的導入においては、
一部の品目で、企業分析と厚労省の分
析班の分析結果が大きく異なったため、
検証作業が行われた。その結果、多く
の品目で、価格調整は行わないことに
なったが、オプジーボは増分費用効果
比（ICER）により、価格引下げの対象
と判断された。
　具体的な薬価引下げ方法は、同日に、
正式に示された通知案に基づき、算定
される。４月以降の薬価収載のタイミ
ングで引下げが行われる見通しだ。
　費用対効果評価の仕組みでは、医薬
品と医療機器に加え、高額な医療機器
を用いる医療技術の価格調整も検討対
象となっていた。今回示された検討結
果によると、現状で、「一律の価格調
整方法を定めることは困難」と判断さ
れた。ただし、費用対効果評価の仕組
みをどのような形で導入するかについ
ては、今後、海外の事例を参考にしな
がら、中医協で検討していく。

の懸念が示された。「大都市に慢性期
で介護・在宅医療を必要とする高齢者
があふれ、行き場がなくなる可能性が
ある」との意見が出た。織田委員は、「市
町村で多職種が集まる地域ケア会議を
有効に活用して、ボトムアップで在宅
医療と医療・介護連携が進む体制を強
化すべき」と述べた。
　医師偏在対策の第４次中間取りまと
めに対しては、加納委員が2022年度以
降の医学部入学定員の臨時増員の取扱
いを質問した。第４次中間取りまとめ
では、医師少数区域のない都道府県は
地域枠・地元出身者枠を要請できない
と整理している。このため大都市でも
病院の医師不足は深刻になる可能性が
あるとしたが、厚労省は第４次中間取
りまとめの考え方に従い、今後、医学
部の恒久定員と臨時増員の取扱いを検
討すると答えるにとどめた。

年代別の課題など次期診療報酬改定の検討項目示す

医師偏在対策、地域医療構想・在宅医療の整理を報告

中医協総会

厚労省・医療計画等見直し検討会

猪口会長は施設基準の緩和の観点を強調

年内に中間見直しをまとめる

　厚生労働省の救急・災害医療提供体
制等のあり方に関する検討会（遠藤久
夫座長）は３月29日、災害拠点病院な
どの燃料と水の確保に関して議論した。
近年の相次ぐ災害を踏まえ、厚労省は、
災害拠点病院や救命救急センター、周
産期母子医療センターなど最後の砦と
なる病院の診療継続の保障を求めてい
る。
　現行の災害拠点病院の指定要件では、
通常時の６割程度の発電容量のある自

家発電機等を保有し、３日分程度の燃
料を確保するよう定めている。
　厚労省は、要件を明確にするため、
「６割程度」を「６割以上」、「３日程度」
を「３日以上」とすることの必要性で
議論を促した。これに対し、全日病常
任理事の猪口正孝委員は、「検査機器
などの電力消費量は増加している」と
指摘。「６割程度の発電容量」は変化し
一定ではないため、「あまり数字を厳
密にすべきでない」と主張した。

　水の確保については、病院が自ら水
を確保する必要があることを明確化し、
外部の支援を受ける給水協定の締結は、
あくまで「必要に応じて」にとどめる
ことを厚労省が提案した。猪口委員は、
「水の確保に関しては、地震対策で地
域差がある」と述べ、基準を設ける上
で、慎重な対応を求めた。
　また、これまでは飲料水の備蓄を想
定していたが、診療に用いる水の確保
でも、定量的な要件を定める方針が示

されている。
　そのほか、災害拠点精神科病院の要
件と整備方針を概ね了承した。「24時
間緊急対応し、災害発生時に被災地内
の精神科医療の必要な患者の受入れお
よび搬出を行うことが可能な体制を有
する」ことをはじめ、詳細な要件を定
めている。

災害拠点病院等の燃料と水の確保の要件を議論
厚労省・災害医療提供体制等検討会 相次ぐ災害に対応し診療継続を保障
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　３月30日の臨時総会終了後の支部
長・副支部長会では、医師の働き方改
革について、厚生労働省の乗越徹哉氏

（医政局看護課看護職員確保対策官、
医師・看護師等働き方改革推進官）の
特別講演があった。医師の働き方改革
の報告書は３月28日にまとまったばか
り（１面記事参照）。乗越氏は冒頭、

「（1,860時間という特例水準の賛否な
どで）本当に合意できるかが危ぶまれ
る厳しい状況もあった。最後は各委員
が立場を超え、勤務医の勤務環境改善
に向けて、まとまることができた」と
述べた。
　医師の時間外労働時間の上限につい
ては、「最終的には、年間960時間を目
指すのが大原則」と強調。1,860時間の
特例水準が認められる医療機関につい
ても、外形的な医療機能だけで決まる
のではなく、実態として長時間労働が
あることを確認しなければならないと
した。1,860時間は、約２万人の医師
がそれを超える時間を現状で働いてい
る水準であることから、今後の５年間

　厚生労働省の訪日外国人旅行者等に
対する医療の提供に関する検討会（遠
藤弘良座長）は３月29日、これまでの
議論の整理案と、「訪日外国人旅行者
等に対する医療機関向けマニュアル」
を了承した。
　議論の整理案は、大きく①医療機関
の整備②医療機関向けマニュアル・都
道府県向けマニュアル③自由診療にお
ける診療価格④医療通訳者の養成・確
保・配置⑤医療通訳・ICTツールの役
割分担⑥医療コーディネーター⑦その
他─で構成。今後の方向性を示した。
　このうち医療機関の整備では、厚労
省と観光庁の連名で「外国人患者を受
け入れる拠点的な医療機関」の選出を
依頼する通知を都道府県に向け発出し

　厚生労働省のオンライン診療の適切
な実施に関する指針の見直しに関する
検討会（山本隆一座長）は３月29日、
緊急避妊薬を一定の条件の下で、オン
ライン診療の初診対面診療原則の例外
として認めることを了承した。オンラ
イン診療だけで緊急避妊薬を入手でき
ることには、様々なリスクがある中で、
性犯罪が疑われる事例で、緊急避妊薬
を求める女性に対応することが必要と
の意見で一致した。
　初診の対面診療なしのオンライン診
療だけで、緊急避妊薬の処方を認める
ことをめぐっては、前回も議論したが、
リスクと必要性の両方の観点から意見
があり、産婦人科医など専門家の意見
をきいた上で、改めて議論することに
なっていた。今回、厚労省が専門家の
意見を踏まえ、考え方を整理した。
　日本の人工妊娠中絶は2017年度で年
間16万4,621人。避妊の手段の一つで
ある緊急避妊薬は処方薬であり、ス
イッチOTC化も検討されたが、見送
られている。一方で、転売による違法
な手段による入手が横行している。
　緊急避妊薬は性交後72時間以内に服

でそれをなくしていくことは、「非常
に大変な事業」とも指摘した。
　今後、特定の医療機関は医師労働時
間短縮計画を立て、PDCAサイクルを
回しながら、法適用までの改善を目指
すが、都道府県の勤務環境改善支援セ
ンターなどが、必要な支援を行ってい
くとしている。
　1,860時間を導き出した医師の実態
調査は、2016年度に行われたもの。今
後の医療提供体制、医師偏在対策、勤
務環境改善策によって時間外労働の実
態も変化することが見込まれることか
ら、医師の労働時間を把握するための
調査を適宜行う方針も示した。
　医療機関に対する注文も述べた。医
師の働き方改革に関する検討会がまと
めた「緊急的な取組」に関する2018年
９～ 10月の調査で、「36協定等の自己
点検」を行っていない医療機関が
26.7％あり、その34.5％が「36協定を締
結しておらず、締結の必要もない」と
回答している。
　これに対し、「法定労働時間を超え

たことを報告した。厚労省は６月中に
外国人患者を受け入れる医療機関の情
報をとりまとめ、ウェブサイトで公開
する予定だ。観光庁も英語・中国語・
韓国語に翻訳して、日本政府観光局サ
イトに掲載する。医療機関リストは定
期的に更新していく。
　さらに厚労省は2019年度から新たに

「地域における外国人患者の受入体制
検討推進事業（仮称）」を実施する。こ
の事業で都道府県は、医療機関や病院
団体を含む幅広い関係者からなる協議
会を設け、情報共有や連携を強化する
とともに、地域の外国人患者受入体制
における課題への対応方針を策定する。
この協議体で拠点となる医療機関も選
出する。

用する必要があるが、地域によっては
アクセスが難しい。性犯罪であれば、
被害者が受診を避けることもある。
　一方で、懸念事項としては、◇容易
に緊急避妊薬が入手可能になり、適切
な避妊法が行われなくなる◇使用者が
緊急避妊薬の十分な知識を持っている
か疑問◇犯罪被害が疑われる場合は、
逆に十分な対応ができなくなる◇転売
等による組織的犯罪に使用される恐れ
がある─が想定される。
　このため、初診対面診療の原則の例
外として、緊急避妊薬を認める上で、
以下の対応を図る。
　十分な知識を持った医師が処方し、
３カ月後の産婦人科受診の約束を取り
付ける。１回分のみの処方を徹底し、
薬局では薬剤師の前で内服することを
推奨する。繰り返し処方を求める利用
者には、他の避妊法の紹介や産婦人科
受診勧奨を行う。性犯罪の可能性があ
る場合は、警察署への相談を促す。未
成年の場合は、児童相談所に通報する。
　なお、オンライン診療は対面診療が
原則。対面なしの診療が行えるものと
して、禁煙外来のみ例示されている。

る労働が全くないとは考えにくい」と
述べ、36協定を結ばずに時間外労働を
させることは違法と指摘するとともに、

「今回の改革は管理者が労務管理をき
ちんとすることが前提」と強調した。
その上で、４月以降に改めて調査を実
施し、実態の把握に努める方針を示し
た。
　医師の労働時間を把握する場合に、

「研鑽」と「宿日直」の解釈が重要にな
る。乗越氏は、「使用者の指揮命令下
に置かれている時間が労働時間という
定義に従って判断する必要がある」と
した上で、基本的な考えを説明した。
　宿日直については、1949年に定めた
古い規定を「現代化」し、より実態に
合ったものに変更する。時間外労働で
はなく、宿日直として許可するに当
たっては、「特殊の措置を必要としな
い軽度の、または短時間の業務」が何
であるかを明確化するとした。
　研鑽については、「診療ガイドライ
ンや新しい治療法等の勉強」、「学会・
院内勉強会等への参加や準備、専門医

　また新たに「翻訳ICT技術に対応し
たタブレット端末等の配備事業（仮
称）」を実施することも示した。
　都道府県向けマニュアルの作成に向
けては、５都道府県の「地域における
外国人患者受入れ体制のモデル構築事
業」を今年、実施。事業成果などを踏
まえ、2019年度中にマニュアルを作成
する予定だ。診療価格については、調
査研究事業である「訪日外国人に対す
る適切な診療価格に関する研究」によ
る診療価格の算定方法などを盛りこん
だ報告書を初夏にも公開する。

医療機関向けマニュアルを了承
　検討会が了承した「訪日外国人旅行
者等に対する医療機関向けマニュア

「D to P with D, N」を整理
　オンライン診療における「D to P 
with D」と「D to P with N」（Dはドク
ター、Ｐはペイシェント、Nはナース）
の考え方を整理した。
　「D to P with D」で例示されたのは、
術者が手術ロボットと情報通信機器を
使って、手術室の遠隔地から患者をリ
アルタイムで手術する技術だ。日本外
科学会の袴田健一氏は、◇すでに日本
に手術ロボットが300台以上配備され、
５Ｇ通信技術の整備で、遠隔手術操作
の遅延が解消できる◇オンライン手術
は、遠隔診療の理念に合致し、D to P
に属する診療行為であり、ガイドライ
ンに合致する◇質の高い医療の均てん
化に寄与する◇関連分野の情報開発を
促進する─と説明した。
　これを踏まえ厚労省は、一定の要件
で、オンライン診療での外科手術を認
めることを提案した。一定の要件とし
ては、以下をあげた。
　適用対象は、遠隔にいる医師でない
と実施が困難な手術で、その医師の下
に、患者を搬送することが困難である
場合とする。情報通信機器は、重大な

の取得・更新等」、「当直シフト外で時
間外に待機し、診療や見学を行う」な
どを例示し、労働時間に当たらないも
のとみなす手続きを定めるとしている。
具体的には、研鑽を行うことを上司に
申告し、確認を得る。その場合に、院
内にいても、通常診療と明確に切り分
けるため、白衣を着ないなどの対応が
必要になると説明した。
　なお、猪口会長が研鑽と宿日直の明
確な基準をいつ公表するかを質問した
が、乗越氏は、「まさに今、整理して
いる段階で、できるだけ早く示したい」
と回答するにとどめた。
　最後に、今回の働き方改革は、地域
医療構想の実現と医師偏在対策とあわ
せた三位一体の改革であると指摘。こ
れらの改革が進まないと、医師の働き
方改革は実現しないと強調した。

ル」では、医療目的で訪日した外国人
は対象外。全額自費負担となる可能性
がある外国人に対して、医療費概算の
事前提示の重要性を強調している。
　意見交換では、日本医療法人協会副
会長の小森直之委員が、外国人患者に
よる未収金問題に言及するとともに、
医療機関でカード決済を導入すること
が困難な状況を説明した。「病院は利
益率が２％前後しかなく、カード会社
に手数料を３％支払うと数少ない黒字
の病院も赤字になる」と述べ、導入で
きない小規模の医療機関が多いと指摘。

「何らかの対応が必要」と訴えた。

遅延等が生じない環境を整え、事前に
確認する。一時的に通信に不具合が生
じる場合に備え、手術の継続が可能な
体制を組む。
　ただ、委員からは、未実施の技術で
あり、山本座長も通信設備の安定性に
懸念を示すなど、慎重な意見が相次い
だ。詳細な規定を設けることについて
は、厚労省が改めて整理する。
　また、情報通信機器を用いた遠隔か
らの高度な専門性を持つ医師による診
察・診断についても、手術と同様に、
一定の条件を整理した。
　「D to P with N」では、オンライン
診療時に、訪問看護の看護師が患者の
側にいて、医師は診療の補助行為を看
護師に指示し、点滴や注射などを行う
状況が想定されている。このような場
合の取扱いも、医師による初診対面原
則などガイドラインで定めたルールに
則った診療を行うべきと整理している。
また、医師と看護師の所属機関が異な
る場合は、医師と看護師が患者の病状
の情報を共有していくことが望ましい
とした。

医師の働き方改革をめぐる法的規制と今後の課題示す

訪日外国人への医療提供でこれまでの議論を整理

初診対面なしで緊急避妊薬のオンライン処方認める

支部長・副支部長会（特別講演）

厚労省・訪日外国人医療提供検討会

厚労省・オンライン診療指針見直し検討会

厚労省担当官が報告書の内容を説明

医療機関向けマニュアルも作成

３カ月後の受診などの要件設ける
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一冊の本　book review

いまさら聞けない病院経営
～明日からの病院経営改善に向けて～

著者●小松本悟
発行●経営書院
定価●2,400円＋税

本書は、長期にわたって黒字経営を続け、全面
移転や JCI 認証取得など、さまざまなチャレンジ
を強いリーダーシップと冷静な判断でリードして
こられた小松本悟院長が、経営者としての心構え
や、経営データの見方と経営戦略についてコンパクトに示されたご著書である。
病院が健全で安定した経営を維持していくためには、経営上の問題点を改善す

るとともに、中長期的な展望に立った経営方針や経営戦略を策定し、着実に実行
していくことが必要である。病院長のみならず、経営幹部、経営幹部候補者にも
読んでいただきたい。本書を片手に、自院の経営について思いを巡らせてはいか
がだろうか。

　四病院団体協議会は３月27日に総合
部会を開いた。日本専門医機構認定の
サブスペシャルティ 23領域の４月か
らの連動研修が見送られたことについ
て、様々な意見が出た。会見した全日
病の猪口雄二会長は、四病協としての
意見は集約していないとしつつ、「機
構認定の専門医は基本診療領域だけに
すべきとの意見や、専門医制度のあり
方自体をもう一度議論し直すべきとの
意見があった」と述べて、総合部会で
の議論を紹介した。
　３月28日にまとまった厚生労働省の
医師の働き方改革に関する検討会の報
告書をめぐっては、報告書自体には一
定の評価を与えながらも、今後、働き

方改革は医療提供体制に様々な影響を
及ぼすとの認識を猪口会長は示した。
特に、特例水準の1,860時間の時間外
労働上限や追加的健康確保措置の義務
化が、２次救急医療機関に与える影響
に言及。今後の宿日直や副業・アルバ
イトの考え方の整理にもよるが、当直
体制をどう確保するかが医療機関に
とって大きな問題になることを指摘し
た。
　また、医師の働き方改革が、医療機
能の分化・連携の加速化につながる可
能性も指摘し、特定の医療機能の集約
化や、高度急性期・急性期を担う医療
機関と、地域密着型の地域包括ケアな
どを担う医療機関の役割分担が進む方

向にあることを示した。
　同日、中医協総会で、次期診療報酬
改定に向けた今後の議論の進め方が議
論されたことから、委員である猪口会
長は、診療報酬に関しても、見解を示
した。
　医師の働き方改革を含め、医療従事
者の確保が今後ますます難しくなって
いく状況を踏まえ、「少子化・高齢化、
人口減を前提に、医療の質を維持しな
がら、医療提供体制を効率化する必要
がある。2018年度改定でも一定の対応
が行われたが、診療報酬でやれること
がある。看護配置などストラクチャー
だけでなく、医療の成果を評価し、施
設基準について、一定の緩和を検討し

ていくべきだ」と述べた。
　医師偏在対策をまとめた医師需給分
科会の第４次中間取りまとめについて
は、2022年度からの医学部入学定員の
臨時定員の取扱いで懸念が出たという。
第４次中間とりまとめでは、医師少数
区域等で医師を確保するため、臨時定
員の設定方法をゼロから議論し直すこ
とになっている。総合部会では、病院
の医師不足が全国的に生じている中で、
医師養成数を厳しく抑制するのは問題
とする意見があったと報告した。

専門医機構のサブスペ連動研修見送りに様々な意見
働き方改革では２次救急医療機関への影響を懸念四病協・総合部会

　日本病院団体協議会（山本修一議長）
は３月28日、「10連休等の長期連休に
おける休日加算等の取扱いについての
要望書」を根本匠厚生労働大臣あてに
提出した。
　４月27日から５月６日までの10連休

中の診療報酬の扱いについては、厚生
労働省より１月31日付で通知が発出さ
れ、初・再診料、外来診療料に係る休
日加算および処方箋の交付について、
いずれも「従前の通り」とする取扱い
が示されている。

　日病協としては、大型連休中の医療
提供体制が混乱をきたさないよう全力
で取り組むこととしているが、地域の
実情によっては、一定の医療機関に患
者が集中する可能性も指摘されている。
このため、突発的かつ不測の事態が発

生した際には、次の点を含めて特段の
取り計らいを求めた。
　①期間中の入院患者数が許可病床数
の上限を超えた場合、地域の実情に応
じて一定割合（数）の上限を超えた入
院（いわゆるオーバーベッド）や期間
中の人員配置基準の緩和措置を要望す
る。
　②地域の実情に応じて、期間中のレ
セプト提出・受付期限や処方箋有効期
限の延長を要望する。

10連休の休日加算等の取扱いで要望書
不測の事態には特段の取り計らい求める

　厚生労働省は３月27日、「医療機関
における外国人患者の受入に係る実態
調査」の結果を発表した。2018年10月
の１カ月間で、調査対象となった1,965
病院のうち、372病院（18.9％）が、外
国人患者による未収金を経験している
ことがわかった。
　すべての病院に調査を依頼し、3,980
病院（約47％）の回答を得た結果をま
とめた。このうち、1,965病院の約５

割で、外国人患者の受入れがあった。
　未収金があった病院をみると、病院
あたりの発生件数は平均8.5件、未収
金総額の平均は42.3万円だったが、総
額が100万円を超える病院もあった。
患者あたりの未収金の平均は、在留外
国人が２万2,917円、訪日外国人旅行
者が４万9,708円、医療渡航が10万6,624
円となっている。請求日より１カ月
たっても、診療費の全額が支払われて

病院の２割弱で外国人の未収金

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

2019年度第１回「病院職員の
ための認知症研修会（ユマニチ
ュード ®入門研修会）」�（80名）

2019年5月11日（土）、12日（日）
【一橋講堂】

34,560円（43,200円）
（税込）

（資料代、昼食代含む）

増加の一途である高齢者認知症の対応として、患者・家族にとっても、
さらには職員のモチベーションにも役に立つ「ユマニチュード ®」をテー
マとした研修会を開催する。同一施設から複数名の参加を推奨する。２
日間通して参加した方には「受講証」を発行する。「認知症ケア加算２」対
応研修ではない。

2019年度「第１回 業務フロー
図作成講習会」� （20病院）

2019年5月24日（金）
【全日病会議室】

48,600円（75,600円）
（税込）

（昼食代、書籍代含む）

各医療機関における医療の質向上、経営の質向上を目的として、医療の
質向上委員会を中心に、業務フロー図に関する講習会を継続的に開催し
ている。今回の課題は、①入退院支援の対応②インフルエンザ疑い患者
の受入れ対応③持参薬の対応④事故が疑われる死亡事例発生後の対応⑤
その他─のうち、希望の課題を一つ選択してもらう。

2019年度第１回「医療事故調
査制度への医療機関の対応の現
状と課題」研修会� （100名）

2019年6月28日（金）
【全日病会議室】

10,800円（16,200円）
（税込）

2015年度から毎年、開催しており、2019年度も各病院が院内事故調査
を円滑に実施するための考え方と方法を習得することを目的に、研修会
を開催する。「医療安全管理者養成講習会」（全日病・日本医療法人協会共
催）の継続認定の研修会に該当する。

「2019年度 医療安全管理者養
成課程講習会」
（第１クール・第２クール講義：
200名、第３クール演習：１回
あたり約100名）

第1クール（講義）2019年6月1日
（土）、6月2日（日）
第2クール（講義）2019年8月30日
（金）、8月31日（土）
第3クール（演習）①2019年9月15
日（日）、16日（月祝）②2019年11
月2日（土）、3日（日）③2019年11
月9日（土）、10日（日）
【全日病会議室】

83,160円（103,680円）
（税込）

（受講料、テキスト代、
昼食代含む）

全日病では、安全管理・質管理の基本的事項や実務指導に関わる教育・
研修を行い、組織的な安全管理体制を確立する知識と技術を身につけた
人材（医療安全管理者）を育成・養成することで、安全文化を醸成し、医
療の質向上を図ることを目的に、昨年度に引き続き「医療安全管理者養成
課程講習会」を開催する。2007年３月に厚生労働省より出された「医療
安全管理者の業務指針および養成のための研修プログラム作成指針」に則
った内容となっている。診療報酬の「医療安全対策加算」取得の際の研修
要件を満たしており、「認定証」は研修証明になる。

日病協

　3月30日に開かれた全日病臨時総会
において、事業名称の変更に伴う定款
改正が決議され、これまでの「外国人
技能実習生受入れに係る事業」（外国人
技能実習生受入事業）の名称は「外国
人材受入れに係る事業」（外国人材受入

事業）となった。
　なお、同事業の事務局は国際人材交
流課、お問合せは下記まで。
（専用ダイヤル）
電　話：０３-５２８３-７４４２
FAX：０３-５２８３-７４４７

外国人材受入事業に名称を変更

いない状況を「未収」としている。
　また、訪日外国人旅行者に対する診
療価格は、有効な回答（4,899病院）の
うち、９割が診療報酬基準で１点10円、

または消費税込みで10.8円および11円
としていた。JMIP 認証病院など外国
人患者の受入れの多い病院では、３割
弱が１点20円以上の請求だった。
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